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§１ はじめに 

昨年度は超高層集合住宅居住者の“避難せず建築内に

残留し対応する”という新しい防災施策に対する居住者

の意識の調査結果について報告した１）。本報ではその具

体的な手法に関する意識調査を行い、自宅滞在型避難生

活の可能性について検討し、課題を明らかにする。本報

では 2012 年 2 月に実施した 10 階建て以上の集合住宅の

居住者を対象としたアンケート調査について報告する。 

§２ 調査概要        表１ 調査概要 

 東京都 23 区内にあ

る 10 階建て以上の集

合住宅に居住し、東

日本大震災時に 23 区

内にいた人とした。

調査概要および属性

の一部を表１に示す。 

本報では調査内容

のうち、自宅滞在型

避難生活意識、高層集合住宅内の備蓄交換システム等に

対する意識に関する結果を中心に報告する。また回答者

の居住階は 6～10 階が 59％、11～20 階が 33％である。 

§３ 高層集合住宅居住者の災害時に対する意識 

 回答者の大災

害時の避難生活

意識について質

問した結果の一

部を図１に示す。 

 自宅での避難

生活をイメージ

する人は６割を

超えている。こ

れは居住階によ

る影響はほとん

どないが、年齢

が高くなるにつれ増加する傾向にあった。 

また人数は少ないが、避難所で生活すると回答した人

は 30 歳未満と 61 歳以上がその他の年代の 2 倍程度とな

り、居住階による影響はみられなかった。また家族に災

害弱者がいるという回答者は 30 歳代が多い。 

 次に大地震後一週間自宅で避難生活を送る場合の意識

に関する結果を

図２に示す。 

「家族のみで

過ごす」という

回答が最も多く、

次いで「同じマ

ンション内の人

と協力し合う」

という結果にな

った。首都圏都

心部では町内会

等の近隣コミュニティが失われつつあり、災害時には比

較的世帯数も多い高層集合居住者が一集団として協力し

ながら避難生活を送る可能性が高いと考えられる。 

なお 20 歳代の回答者は約半数が家族のみで過ごすと

回答し、30 歳代は家族に次いで、近所の友人知人との協

力を期待している。また 40 歳以上は、マンション内部

での協力体制を期待する割合が 40 歳未満よりも多い。 

§４ 高層集合住宅内協力による避難生活の意識 

避難生活で最も期待されるのは食料や水をはじめとす

る備蓄等の供給である。首都圏で大地震が発生した場合

は 1 週間分の備蓄準備が望ましいが、調査の結果、3 日

分の備蓄がある回答者は 25％、7 日分の備蓄は 12％であ

った。そこで、大地震後一週間は支援を得られず自宅滞

在型生活をする必要がある状況となった場合を想定し、

水と食料の備蓄を 2 週間分保有していた場合と、3 日分

しか保有していない場合の意識について質問した。結果

を図３，図４に示す。 

多めの備蓄がある場合は、約半数が 2 週間分を確保す

る回答となり、余剰分供出の意識は少ない。また自分の

備蓄が少ない場合

は、30％以上が 3

日分で我慢すると

回答し、30%弱の

人は近所の人や知

人に頼らずに入手

する手段を探すと

回答した。また知

人やマンション内

の人を頼る場合は
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図１ 大災害時の避難生活 

図３ 多めの備蓄がある場合の意識 

図２ 避難生活に対するイメージ 
調査日時 2012年2月22日～25日
調査方法 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄによるWEBｱﾝｹｰﾄ

調査対象
東京都23区内の持ち家マン
ション居住者（建物は10階建て
以上のみ。居住階は6階以上）

調査内容

東日本大震災時の不足品と地
震前後の備蓄状況、自宅滞在
型避難生活意識、情報入手
ツールの利用状況、マンション
内での備蓄交換システム等に
対する意識、他

回答者 年齢18～83歳の男女845名

属性
男性48％女性52％、建物階10
～60階、居住階6～60階
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図８ 物資以外の協力体制意識 

図７ 各種ルールの決定方法 

無料ではなく、

購入あるいは後

日実物で返却を

選ぶ傾向にある。

なお、なお、図

２の避難生活の

イメージとクロ

ス集計した結果、

家族のみで過ご

すと回答した人

は「余剰分を供

出もせず、足り

ない場合は我慢する」と回答した。また近所やマンショ

ン内の人と協力したいと回答した人は、余剰分を供出す

る意識が高い。これらの結果より、自力での対応を希望

する人と、近所やマンション内での協力体制を希望する

人に分かれるが、協力体制を希望する人は余剰分あるい

は不足分の備蓄を何らかの方法で交換するような事前の

ルール作りが役立つと考えられる。 

§５ 高層集合住宅居住者の備蓄に関する協力体制 

 高層集合住宅の住民間で備蓄の交換等非常時の協力体

制をとる場合の具体的な対応方法について調査した。マ

ンション内で余剰分の備

蓄を供出する場合の条件

について質問した結果を

図５に示す。 

 半数は「非常時なので

特に条件なく余剰分は供

出する」と回答し、次い

で物資の交換などの回答

があった。また自分が余

剰分を受け取る場合のベ

ストな方法について質問

した結果、「貸し借りの

関係を作らないために実

費あるいは購入して返却

（対応は後日）」という

回答が多く挙げられた。 

さらにこれらの備蓄交

換情報等の周知に関する

意識について質問した結

果を図６に示す。 

大半は集会室の利用を

期待している。掲示板は

約２割、ネット等の利用

は一割程度となった。ま

たその他の回答として、

「館内放送がある」との

回答もあったが、停電時に利用できない可能性が高い。 

 なお食料等の配布にあたり、過去の震災時には避難所

で全員分に不足する物資の配布方法について課題があっ

たため、余剰分を集めた物資が住民全員分に不足してい

た場合の配布ルールについて質問した。その結果、8 割

が「災害弱者や困っている人に優先配布するべき」と回

答したが、「全員が困っているので、分割してでも全員

に配布」「平常時にルールを決めておく方がよい」など

の意見が挙げられた。 

 なお、このようなルー

ルについて誰がいつ決め

るのがよいか質問した結

果を図７に示す。 

 事前に決定が半数以上

であるが、4 分の 1 はそ

の場の話し合いを希望し

ている。これらの協力体制について、事前の訓練が必要

だと考える人は 4 割以下で、大半は事前に大枠のルール

を決め、マニュアル化しておけば、その場対応でよいと

回答した。 

さらに、備蓄

以外の協力体制

として災害弱者

の手助けに関す

る意識について

質問した結果を

図８に示す。 

8 割は助ける

意志を示したが、

「非常時には他人を助ける余裕がない」という回答もあ

り、対象人物によっても傾向が多少異なっている。 

§６ おわりに 

 高層集合住宅における自宅滞在型避難生活についての

課題を明らかにするため、高層マンション居住者の意識

調査を行った。その結果、自宅滞在型避難生活を予定し

ている住民は多いものの、備蓄は十分とはいえず、マン

ション内の協力体制についても事前準備が必要だと考え

られる。「同じマンションの人だと比較的価値観が似て

いるので協力体制を考えやすい」といった意見もあり、

これらの検討を進めていくことが重要であると考える。

今後は具体的な対象マンションごとの状況を鑑みたルー

ル作成について検討していく予定である。 
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図５ 備蓄供出の条件 

図６ 備蓄情報の伝達手段

図４ 備蓄が不足した場合の意識 
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